
参考資料1  

育児・介護休業法の概要  

※下線部は、前回の法改正により改正された部分（平成17年4月1日施行）  

1 育児休業制度   

労働者（日々雇用される者を除く。以下同様。）は、その事業主に申し出ることに   
より、子が1歳に達するまでの間（子が1歳を超えても休業が必要と認められる一定  
の場合には、子が1歳6か月に達するまで）、育児休業をすることができる。  

2 介護休業制度   
労働者は、その事業主に申し出ることにより、対象家族1人につき、常時介護を必  
要とする状態に至るごとに1回、通賃して93日まで、介護休業をすることができる。   

※ 育児休業については、次のいずれにも該当する有期契約労働者も対象   

①凋続き雇用された期間が1年以上であること   ②調が1歳に   
摩する日から1年を経過する日までに雇用関係が終了することが申出時点において明ら  

かである者を除く）  

※※ 介護休業についても同様の考え方で有期契約労働者も対象  

3 子の看護休暇制度   

小学校入学までの子を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、1年  
に5日まで、病気・けがをした子の看護のために、休暇を取得することができる。  

4 時間外労働の制限   
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対   

象家族の介護を行う労働者が請求した場合においては、1か月24時間、1年150時間   
を超えて時間外労働をさせてはならない。   

5 深夜業の制限   
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対   

象家族の介護を行う労働者が請求した場合においては、深夜において労働させてはな   

らない。   

6 勤務時間の短縮等の措置   
事業主は、1歳（子が1歳6か月に達するまで育児休業をすることができる場合に   
あっては、1歳6か月）に満たない子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にあ  
る対象家族の介護を行う労働者で育児・介護休業をしない者については、次のいずれ  

かの措置を、1歳（子が1歳6か月に達するまで育児休業をすることができる場合に  

あっては、1歳6か月）から3歳に達するまでの子を養育する労働者については、育   

児休業に準ずる措置又は次のいずれかの措置を講じなければならない。  

短時間勤務制度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、  

所定外労働の免除（育児のみ）、託児施設の設置運営（育児のみ）、  

育児・介護費用の援助措置   

7 不利益取扱いの禁止   
事業主は、労働者が育児休業・介護休業・子の看護休暇の申出をし、又は取得した   

ことを理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。   

8 転勤についての配慮   

事業主は、労働者の転勤については、その育児又は介護の状況に配慮しなければな   

らない。   



育児・介護休業法のあらまし  

（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）  
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は   じ   め   に   

我が国においては急速に少子化が進行していますが、この少子化の急速な進行は、労働力人口  

の減少や税、社会保障における負担の増大、地域社会の活力低下など、社会経済に深刻な影響を  

与えることが懸念されてい王す。このような少子化の流れを変えるため、次代の我が国を担う世  

代の育成を社会全体で支援していくことが課題となっています。   

特に、少子化の背景には、企業風土の問題や核家族化や都市化の進行等の要因により、仕事と  

家庭との両立の負担感が大きいことが指摘されています。仕事と家庭との両立の負担を軽減し、  

働きながら子どもを育てやすい環境を整備することは、労働者の福祉の増進を図る上で非常に重  

要な課題ですが、このような現状を踏まえると、次世代育成支援の観点からもまた、働きながら  

子どもを育てやすい環境を整備することの重要性が高まっていると言えます。   

こうした中、仕事と家庭の両立支援対策を充実するために、「育児休業、介護休業等育児又は家  

族介護を行う労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する法律（平成16年法律第160号）」が、  

平成16年12月1日に成立、平成16年12月8日に公布され、平成17年4月1日から施行されて  

います。   

この改正により、育児休業・介護休業の対象労働者が一定の範囲の期間雇用者に拡大されたほ  

か、一定の場合の育児休業期間の延長、介護休業の要介護状態ごとの複数回取得が可能となり、ま  

た、子の看護休暇が取得できるようになりました。   

このパンフレットでは、育児・介護休業法の概要を紹介します。  
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Ⅰ この法律の目的  （第1条）   

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「法」とい  

い去すし「）は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護休暇に関する制度を設けると  

ともに、育児及び家族び）介護を行いやすくするため勤務時間等に関し事業主が講ずべき措置を  

定ぜ）るほか、育児又は家族の介護を行う労働者等に対する支援措置を講ずること等により、二  

のような労働者が退職せずに済むょうにし、その雇用の継続を図るとと≠）に、育児又は家族の  

介護〟）ために退職した労働者〃）再就職〃）促進を図ることとしています「   

育児及び家族（／）介護を行う労働者ゾ）職業生活とノ家庭生活とび）両立が図られるよう支援するこ  

とによ／⊃て、そ（／）福祉を増進するとともに、あわせて、我が国の経済及び社会の発展に資する  

ことを目的としている≠）ぴ）です  
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Ⅱ 育児休業制度   

Ⅱ－1育児休業の対象とな．る労働者  
（第2条、第5条第1項、第6条第1項）   

■■■●●●●●●●●－●■■l■■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－●■－■●－一一一一一一一一－■■一－－－■■■－■■－■■－■■－■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■一■■■●■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●一1●  

I 

l 室○ この法律の「育児休業」をすることができるのは、原則として1歳に満たない子を養育至  
I 

l  

．  

≡○ 日々雇い入れられる者は除かれます。  
：○ 期間を定めて雇用される者は、申出時点において、次のいずれにも該当すれば育児休業：  
；をすることができます。  

－ ① 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること  ・  
l 

l ・② 子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること（子が1歳に…  
l l  

・  達する日から1年を経過する日までの間に、労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の毒  

更新がないことが明らかである者を除く）  

：○ 労使協定で定められた一定の労働者も育児休業をすることはできません。  
l．．＿．．＿‥＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‖＿‥＿‖＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿‖＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿．．＿‖＿‖＿‥＿‖＿‖＿．J  

（l）この法律の「育児休業」とは、子を養育するためにする休業をいいます。労働者と法律上の   

親子関係がある「子」であれば、実子、養子を問いません。もちろん父親、母親のいずれでも   

育児休業をすることができます。  

（2）期間を定めて雇用される労働者の育児休業についての考え方は次のとおりです。   

イ 期間雇用者であっても、次の①及び②を満たす者は育児休業の対象となります。   

（D 同一の事業主に引き続き雇用された期間が1年以上であること。  

「引き続き雇用された期間が1年以上である」かどうかは、育児休業申出のあった日の  

直前1年間について、 勤務の実態に即して雇用関係が実質的に継続しているかどうかで判  

断します（子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭  

生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針（以下「指  

針」といいます。））。  

＊ 労働契約の更新に伴い就業場所等の変更があった場合や契約期間中に事業所間異動があ  

った場合にも、それぞれにおける雇用期間を通算して算定します。  

年末年始や週休日を空けて労働契約が締結されている場合や、すでに次期の契約が締結  

されている場合は、雇用期間は実質的に継続していると判断されます。また、配置転換等  

による勤務先事業所の変更があった場合でも、同じ事業tとの労働契約が締結されていれ  

ば「引き続き雇用されている」と判断されます。  
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擾）子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること。  

「引き続き雇用されることが見込まれること」とは、育児休業中出のあった時点におい   

て判明している事情に基づき相当程度の雇用継続の可能性があることを言います。  

＊ 具体的には次のょうな場合は、原則として、「√一が1歳に達するF†を超えて引き続き雇用  

されることが兄込まれる」と考えられます〔 

a）育児休業申出時点で締結している労働契約期l‖の末【1が、r・が1歳に達するl］より後で  

ある場合り（6ヘージl対a）  

b）書面又は【1頭で労働契約を更新する場合がある旨明／Jこされている場合であって、育児  

休業申■■州庁点で締結しているウJ’働契約とlr手Jじ長さの期間で契約が更新されたならば、更  

新後の労働契約期間の珠1】が1′・が1歳に達する‖より後となる場合。、（6ページ1叉Ib）  

c）書面又はし】頭でヅJ′働契約が＝動更新されることが明ホされている場合であって、日動史  

新の何奴の仁I根が明′」こされていない場合、又は回数の上限はあるが卜限まで更新されれ  

ば、労働契約期間の末rlがr・が1歳に達するl】より筏となる場合。（bページ岡c）  

＊ 次のような場合は、峠則として、「J′▲が1歳に達するI1を超えてリlき続き雇用されること  

が見込まれる」とはそえられません＝  

d）書面又は［ー頑で労働契約の更新l・り数の卜限が明示されている場合であって、その卜限  

まで更新された場合の′芳働契約期間の末l】がr・が1歳に達する卜】又はそれより前となる  

場合r、（6ページ図d）  

e）it；二面又は11頭で労働契約の更新をしない旨明小されている場合であって、育児休業中日  

時点で締結している労働契約の期間び）末［1がf▲が1歳に達する「］又はそれより前である  

場合。、（7ヘージ図c）  

n 書血／丈は廿頭で労働契約を更新する場合がある旨明小されている場合であって、 育児休  

業申出時ノ［ごフニで締結している′方働契約と同じ良さの期間で契約が史新されたならば、労働  

契約期間の末＝がj′一が1歳に達するFl又はそれより前である場合（1（7ページ図1）  

＊ 明ホ内容がa）からl－）までに該当する場合でも、雇用継続の見込みに関する事二業主の  

〔三▲軌、同様刷也位にある他の労働者・の状況、、⊥与該労働者の過去の契約の更新状況等の実態  

を見て判断される場合もあります  

＊ a）からf）去でに該、Jlしない場合（書面又はl」頗による契約の更新可能性に関する明示  

がない場合など）には、旭川」継続の見通みに関する事業主の言動、同様の地位にある他の労  

働者の状況、」う該′芳働者の過上の契約の更新状況等の実態を見て判断されます。  

∈D ∝②を満たす場合であっても、「子が1歳に達する目から1年を経過する日」までの間に、   

労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の更新がないことが明らかである者は除かれます。   

これは、育児休業が雇用の継続を目的とした制度であることから、休業取得後すぐに退職   

することが明らかな労働者は除外しようとするものです。  

‾ ○－ ‾‾   



［具体的な例］  

☆ 「1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれる」とは、例えば次のa）、   

b）、C）のような場合です。この場合は育児休業の対象となります。  

a）申H叩寺点で締結している労働契約の期間の末日が子が1歳に達する目より後の場合  

申出：   ・誕生  1歳  

3年契約  雇入れ   

←1年以上 一一一一－うklか月＞k  l年（休業） ＞  

b）書面又は口頭で労働契約の更新可能性が明示されており、申子1」時点で締結している契約と同   
一の長さで契約が史新されたならば、その更新後の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する   
目より後の場合  

1年契約  

＜＋1年以上   ：牢1か月淡く  1年（休業）＋＞  

c）書面又は口頭で労働契約が自動更新であると明示されている場合で、更新回数の上限が明示   
されていない、又は、更新回数の上限は明示されているが、その上限まで契約が更新された場   
合の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する日より彼の場合  

1歳  申出  誕生  

l＼  lヽ                   l  
＼l  ヽ l   

＼l  ヽl  

＼lヽ1 16か月 ′16か月   
／l  ′l  

／l  ′ l  
l  l  レ  

ヽ一  月
 
 

カ
 
 

6
 
 
 

■
■
、
′
 
 
 

＜＋1年以上一一半1か月＞k  l年（休業）＋＞  

☆ 次のd）、e）、f）のような場合は、原則として、「1歳に達する日を超えて引き続き雇用   

されることが見込まれる」とは見なされません。  

d）書面又は口頭で労働契約の更新回数の上限が明示されており、その上限まで契約が更新され   
た場合の労働契約の期間の末日が子が1歳に達する日以前の場合  

誕生  1歳：  
l  

lヽ1  
6か月 

雇止め  
‾し′   

＜＋1年以上   ）雫1か月＊←－   1年 →  
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e）苔血又はし」頭で労働契約の史新をしない旨が町Jミされており、申出時点で締結している労働   
契約の期間の末［」がf一がl歳に達する「】以前の場合  

更新されないことが明らか  

←1年以仁  ＞klか月＞k  l隼 ＞   

f）書面又は口煩で労働契約の更新可能性が明ノJてされているが、FPH叩寺点で締結している契約と   
同 ▲の長さで契約が更新されても、その更新後〝）労働契約の期間の末日が子が1歳に達する「1  
以前の場合  

巾＝：  ：誕生  

E  

＜＋1隼以上   ）牢1か月宰←   1勺i ＋  ＞  

☆「1歳に達する目を超えて引き続き雇用されることが見込去れる」場合であっても、子が1   

歳に達する日から1年を経過する目までの間に労働契約期間が満了し、かつ、労働契約の更   

新がないことが明らかである者は対象となりません。ノ 次のg）及びh）のような場合が考え   

られます。  

二）書面又はL1頭で労働契約の更新回数の」二限が岬ト丁モされており、その上限まで更新された場合  
（7）期間の末【1が子が1歳に達する「1から1隼を経過するr】以前の場合   

1歳   

1隼契約  
二†l  

雇止♂）  

＜＋1年以上   ：芋1カ月汝こ  lイト   メ 更新されないことが明らカ  

h二l苦痛又はL」頭で制動契約の更新をしない旨が研ホされており、申＝時点で締結している労働   
契約の期間の末Rがr一がl歳に達する口から1年を経過するしj以前の場合  

＜＋1年以1二  米1川渡こ  1年   ＞ 更新されないことが明ら力  
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ロ  イに該当するか否かにかかわらず、労働契約の形式上期間を定めて雇用されている者であ  

っても、当該契約が期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態となっている場合には、  

育児休業の対象となります。〕その判断に当たっては、次の点に留意してください（指針）し。  

① 有期労働契約の雇l上めの可否が争われた裁判例における判断の過程においては、主に次   

に掲げる項目に着目して契約関係の実態が評価されていること。   

a 業務内容グ）恒常性・臨時性、業務内容Gこついての正社員との同一性の有無等労働者♂〕  

従事する業務の客観的内容   

b 地位の基幹性・臨時性等労働者の契約上の地位♂）性格   

c 継続雇用を期待させる事業主の言動等当事者の主観的態様   

d 更新の有無・回数、更新の手続の厳格性の程度等更新の手続・実態   

e 同様の地位にある他の労働者の雇止めの有無等他の労働者の更新状況  

② 有期労働契約の雇止めの可否が争われた裁判例においては、①に掲げる項目に閲し、次   

のa及びbの実態がある場合には、期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態に至   

っているものであると認められることが多いこと〔 

a ①aに閲し、業務内容が恒常的であること、及び①dに関し、契約が更新されている  

こと。  

＊ 「業務内容が恒常的」とは、、11該事業において業務が定まって変わらない車）のをいい、  

例えば、情報処理業におけるプログラミング業務などがこれにリ1たる幸）のと考えられます、）  

「恒常的」の対義語は「臨時的」であり、一定期間で作業終「が㌣定される補助業務に  

ついているなど業務内容の臨時性が認められる場合には、「業務内容が恒常的」とはいえ  

ません‖   

b aに加え、少なくとも次に掲げる実態のいずれかがみられること′つ  

a）①cに閲し、雇用継続を期待させる事業主の言動が認められること。  

＊ 「墟川継続を期待させる事業主の言動」としては、例えば、労働者の長期にわたって  

働きたいとの希望に応じるような趣旨のことをほのめかすことなどがこれに当たるもの  

と考えられますr  

b）①dに関し、更新の手続が形式的であること。  

＊ 「更新の手続が形式的」としては、例えば、必ずしも契約期間満了の都度L自二ちに契約  

締結の手続をとっておらず次の契約期間の始期の経過後に契約を締結することもあるこ  

と、労働条件や契約期間などの契約内容についての交渉もなく使川者が記名押印した契  

約書に労働者が署名押印して返送するという機械的な手続を行っていることなどがこれ  

にさ1けこりますこ、  

c）①eに関し、同様の地位にある労働者について過去に雇止めの例がほとんどないことr、  

③ 有期労働契約の雇止めの可否が争われた裁判例においては、（手aに関し、業務内容が正   

社員と同一であると認められること、又は、①bに関し、労働者の地位の基幹性が認めら   

れることは、期間の定めのない契約と実質的に異ならない状態に至っているものであると   

認められる方向に働いていると考えられること。  
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＊ 「地付二の基幹性」とは、1該事業所における当該期間を定めて雇用される者の立場が  

「基幹的」であることをいい、「基幹性」の対義語は「臨時性」であり、いわゆる嘱託   

や非常勤講師、アルバイトなどは、契約卜の地位の臨時什が認められ、基幹性は認めら   

れ去せんr 

（3）育児休業をすることができない一定の労働者を労使協定で定める場合については、Ⅱ－3（】2   

ページ）で説明します「）  

（参考）有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（平成15年惇生労働省告示第357   

土日（抄）  

（契約締結時の明小事堰彗）  

第1条 使川者は、期間の定勃Ⅵある労働契約（以卜「有期労働契約」という〔＝）の締結に際し、労   

働者に対して、当該契約の期間の満了後におけるり与該契約に係る更新の有無を明示しなければな   

らない〔ノ  

2 前項の場合において、使用者が甘該契約を更新する場合がある旨明ホしたときは、使川音は、   

労働者に対して、11該契約を更新する場合又はしない場合の判断の基準を明示しなければならない。  

ニう 使用者に、有期労働契約の締結後に前2項に規定する事項に関して変史する場合には、当該契   

約を締結した労働音に対して、速やかにその内容を明ホしなければならない。  

ポイント解説  

★ 有期契約労働者を雇い入れている場合は、4ページ及び19 ページで説明している要件   

を満たせば育児休業や介護休業ができるので、このことについてあらかじめ明らかにして   

おき圭しょう。  

★ 期間を定めて雇用される者の育児休業や介護休業について、対象となる労働者の範囲を   

この法律で示された範囲よりも広くすることは差し支えありません。  

★ 育児休業・介護休業中の有期契約労働者の労働契約を更新する際、労働者が引き続き休   

業することを希望する場合には、再度の申出が必要となります（10、2Ⅰページ参照）。  

★ パーートタイマーなどの名称で働いていたり、1日の労働時間が通常より短い方であって   

も、期間の定めのない労働契約によって働いている場合は、4ページ及び19ページで説   

明している要件にかかわりなく、この法律に基づく育児休業及び介護休業の対象となりま   

す。  
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Ⅱ－2 育児休業の申出  （第5条）  

l  

至○ この法律の育児休業は、労働者の事業主に対する申出を要件としています。  
I 

l  

毒 ○ 育児休業の申出は、一定の時期に一定の方法によって行わなければなりません。  ．  

t■．，．，，1 毒○ 申出の回数は、特別の事情がない限り1人の子につき1回であり、申し出ることのでき 毒  

：る休業は連続したひとまとまりの期間の休業です。  
至○ ただし、期間を定めて雇用される労働者が育児休業をする場合、現在締結されている労： 】  

一 働契約期間の末日まで休業した後、労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期間の初日 至  
I 

l  

・ を育児休業開始予定日とする申出をする場合は、再度の申出をすることができます。   ・  
l 

l  

毒○ また、1歳以降の育児休業の申出は、1歳までの育児休業の申出の回数とは別にカウン≡  

：トされます。  
l l ■■■■■■■■■■■■■■■■●■■－■■■■■■■■－●■－■■－■■一一一一一一一■一一一■－－■－■－－■■－■■■■－■■■－－■■－■■－■■■■■■■■■■■■一■■一■■一■■一■■－■■■■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■■■■■■●一■■l■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■一■■■  

（l）育児休業は、あらかじめ制度が導入され、就業規則などに記載されるべきものであることに   

留意してください（指針）。  

（2）育児休業の申出は、それにより一定期間労働者の労務提供義務を消滅させる効果のある意思   

表示です。  

（3）育児休業の申出は、次の事項を記載した育児休業申出書を事業主に提出して行わなければな   

りません（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則   

（以下「則」といいます。）第5条第1項）。  

（注：①～④は必ず明らかにしなければならない事項、⑤～⑨は特定の場合に明らかにしなけ  

ればならない事項です。）   

期間を定めて雇用される者が労働契約の更新に伴って申出をする場合に必要な事項は①、②、   

④のみです。  

① 申出の年月日  

② 労働者の氏名  

③ 申出に係る子の氏名、生年月日及び労働者との続柄（子が出生していない場合は、出産予   

定者の氏名、出産予定日及び労働者との続柄）  

（彰 休業を開始しようとする日及び休業を終了しようとする日  

⑤ 申出に係る子以外に1歳未満の子を有する場合には、その子の氏名、生年月日及び労働者   

との続柄  

⑥ 申出に係る子が養子である場合には、養子縁組の効力発生日  

⑦ 一度休業した後に再度の申出を行う場合、休業開始日までの期間が短い申出の場合又は一   

度撤回した後に再度の申出を行う場合には、それぞれの申出が許される事情  

⑧ 1歳までの育児休業をしている労働者が、1歳以降の育児休業の申出を行う場合には、申   

出が許される事情  
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⑨ 配偶者が1歳までの育児休業をしている労働者が、1歳以降の育児休業の申出を行う場合  

iこは、配偶者が育児休業をしていること及び申出が許される事情  

（4）事業主は、労働者に対して申出に係る子の出生等を証明する書類の提出を求めることができ   

ます。ただし、期間を定めて雇用される労働者が労働契約の更新に伴って更新後の労働契約期   

間Cr）初日を育児ノ林業開始予定日とする申出をする場合にあっては、再度の書類の提出を求める   

ことはできません（則第5条第2項ただし書）し 

（5）育児休業の申出を1人の子につき1回を超えて行うことができる特別の事情は次のとおりで   

す（則第4条）。   

① 産前産後休業又は新たな育児休業の開始により育児休業期間が終了した場合で、産前産後   

休業又は新たな育児休業の対象となった子が死亡したとき又は他人の養子になったこと等の  

理由により労働者と同居しなくなったとき 

② 介護休業の開始により育児休業期間が終7した場合で、介護休業の対象となった対象家族  

が死亡したとき又は離婚、婚姻の取消、離縁等により対象家族と労働者との親族関係が消滅  

したとき。 

③ 配偶者が死亡したとき 

④ 配偶者が負傷、疾病等により子の養育が困難な状態となったとき 

⑤ 離婚等により配偶者が子と同居しないこととなったとき 

ポイント解説  

★ 育児休業に関し、この法律に示されたものより労働者に有利な条件を設定することは、   

労働者の福祉げ〕増進を目的とするこの法律の趣旨からも当然許されますので、各事業所に   

おいて1回を超える申出を可能とする範囲を広くすること、育児休業の対象となる労働者   

の範囲をこの法律で示された範囲よりも広くすること等を定めることは自由です。  

★ 逆に、育児休業〝）対象となる労働者の範囲をこの法律で示された範囲より狭くすること、   

申出の手続についてこの法律の規定より厳しい条件を設けること、例えば、3月前の申出   

を要件とすること等は許されず、ニのような定めをした就業規則の当該部分は無効と解さ   

れます。つ  
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Ⅱ－3 事業主の義務  （第6条第1項、第2項）   
■■■■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■■－■●－●1－■－■－－■‘－■－一－●－－－－■■一■■■■■■一■■■■■■■■■■一■■■■■－■■■■■－■■－■■■■■■■■■■－■■1－■■－■■lll■■■■■■■■■■■■■■■■■   

l  

室○ 事業主は、要件を満たした労働者の育児休業の申出を拒むことはできません。  
t 

l  

毒 ○ ただし、次のような労働者について育児休業をすることができないこととする労使協定毒  

t、1 ． があるときは、事業主は育児休業の申出を拒むことができ、拒まれた労働者は育児休業をi  
することができません。  

① その事業主に継続して雇用された期間が1年に満たない労働者  

② 配偶者が常態として育児休業に係る子を養育することができると認められる労働者  ■  
l  

③ その他育児休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認め室  
l  

られる労働者  

（1）要件を満たした育児休業の申出により労働者の労務提供義務は消滅し、事業の繁忙や経営上   

の理由等により事業主が労働者の休業を妨げることはできません（法第6条第1項本文）。  

（2）「労使協定」とは、事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、   

事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者と   

の書面による協定のことをいいます（法第6条第1項ただし書）。  

（3）「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育することができると認められる労働者」とは、   

配偶者が次の①～④のいずれにも該当する場合をいいます（則第6条）。  

したがって、配偶者が庄）～④のいずれか1つでも要件を欠いた場合には、労働者の育児休業   

の申出を拒むことはできません。   

① 職業に就いていないこと（育児休業等により就業していない場合及び1週間の就業日数が  

2日以下の場合を含みます。）。   

② 負傷、疾病等により子の養育が困難な状態でないこと。   

③ 6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産予定でなく、又は産後8週間以内でないこ  

と。   

④ 育児休業に係る子と同居していること。  

（4）「育児休業をすることができないとすることについて合理的な理由があると認められる労働   

者」とは、次のいずれかの場合をいいます（則第7条）。   

① 育児休業申出の日から1年以内（14ページで説明する1歳6か月までの育児休業をする場   

合には、6か月以内）に雇用関係が終了することが明らかな労働者   

② 1週間の所定労働目数が2日以下の労働者   

③ 内縁の妻（夫）等が（3）の①～④のすべてに該当する労働者  
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ポイント解説  

★ 妻が専業主婦や産後休業中であっても、少なくとも産後8週間までは、   

男性労働者も育児休業を取得することができます。   

労使協定を締結することにより、「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育するこ  

とができると認められる労働者」は育児休業の対象から除外することができます（法第6  

条第1項第2号）が、このような労使協定が締結されていても、男性労働者の場合、その  

妻が産後8週間までの期間中であれば「配偶者が常態として育児休業に係る子を養育する  

ことができると認められる労働者」には該当せず（則第6条第3項）、生まれた子につい  

ての育児休業を必ず取得することができます（前ページ（3）参照）。  

★ 法第6条第1項及びこれに基／うく則第6条及び第7条は、労使協定を締結した場合に育   

児休業の対象から除外できる者の範囲〃）最大限度を示してい圭すぐ したがって、より狭い   

範囲び）者を除外することは可能ですが、逆により広い範囲〝）者を除外することはできませ   

ん（例えば、男性はすべて育児休業の対象から除外する旨の労使協定を締結することはで   

きませんし） 
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